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2019年 10月より消費税率が 8％から 10％に引






























































































の加重平均で 2000年度の 46.1％から 2017年度に
は 69.8％に、また上位 100社でも 34.3％から過半
となる 51.7％まで急増した」（p.6）。これらは、成
長戦略の一環として海外への直接投資、M&Aを
積極化させたためである。いきおい、グローバル
企業は事業の多角化のみならず地理的にも多面化
し、グループ企業に対する内部規律統制（マネジ
メント）と、親子上場等に象徴される国際的コー
ポレートガバナンス問題に直面するようになっ
た。
前者の内部規律統制問題は、日系企業特有の
ニッチセグメントの獲得をめざした多角化が国際
市場では成果を上げられていない資本効率上の問
題に起因しながらも、結局は構造上の子会社経営
者と親会社株主との利害対立構図として取り扱う
ことも可能で、それゆえ、後者の国際的コーポレー
トガバナンス問題に収斂させて考察することも可
能である。
しかしながら、資本効率の良し悪しを検討する
組織体制を組み入れながら、グループ経営として
方針をどのように掲げ、グルーバルな協働体制を
いかに構築していくかについては、国際グループ
経営問題として今後も深く検討していかなければ
ならない（竹田、2019）。
次に国際的コーポレートガバナンス問題につい
ては、より具体的な問題解決が求められているよ
うである。原田（2019）は、「日本法人の子会社
である外国会社の取締役に対して、親会社株主が、
代表訴訟（いわゆる二重代表訴訟）を提起したと
する。その場合、裁判所はいずれの国の法によっ
て、事案を処理するのか。親会社たる日本法人の
従属法（設立準拠法）のみによるのか、子会社の
それによるのか。あるいはそれ以外の方法による
のか」と問いを投げかける。
この問題は、単なる準拠法の選択問題だけでは
なく、その適用と正当性構成が絡むだけに難しい
ケーススタディになる。子会社が未上場企業であ
れば、それほど大きな問題ではないかもしれない
が、親子上場の場合、海外現地子会社には、現地
での法（制度）と株主（価値観）を抱えているため、
少数株主保護等のことからしてもなかなか難しい
議論が予想される。
さて、グローバル企業にとってのもう 1つの
共通課題は、地球環境、地域振興にも配慮した
サスティナブル経営である。環境・社会・経済
の 3理念を同時並行的に成長・充実させる SDGs
（Sustainable Development Goals：持続可能発展諸目
標）経営が求められている。そうした中で、経済、
すなわち資本市場の観点から SDGsの推進を目指
